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研究成果の概要（和文）：本研究では，環境分野の市民参加の促進・改善を図るため，世界約20カ国の専門家の
協力のもと，参加原則に関する国際的基準の内容・運用状況に関する分析を行い，その成果を踏まえて，参加制
度の法的評価指標を作成した。この指標をもとにアジア7カ国の制度について比較した結果，アジアと他地域
（欧州，南米）との違い，アジア各国に固有の特徴や課題が浮き彫りとなり，参加が有効に機能するための諸条
件が明確化された。

研究成果の概要（英文）：Conventional comparative researches on participation legislation do not 
necessarily reflect the exact extent which the law contributes to protect citizen’s rights or 
develop an environmental democracy. Indicators assessing the actual performance of the law are 
essential to enhance Participation Principle effectiveness. This research focuses on elaborating 
international legal performance indicators on Participation Principle in environmental law.
Most European countries have ratified the Aarhus Convention and the Latin-American and Caribbean 
countries have recently adopted own regional agreement on public participation. In contrast, there 
have been no remarkable movements in Asia until now neither to ratify the Aarhus Convention nor to 
make its own regional instrument. Therefore, it is especially useful in Asian region to analyze and 
discuss the common characteristics and issues of each system based on same indictor to accelerate 
reform process and to share its good practices.
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 環境分野の参加原則（情報アクセス，決定への参加，司法アクセス）は持続可能な発展に不可欠であるが，具
体的制度は国により多様である。法的指標は，各国の制度の有効性や進捗度をはかり，国際比較をするために有
用であり，本研究ではアジア7カ国の特徴や日本の課題が明確になった。指標に基づく評価結果の活用により，
各国のグッドプラクティスの共有や制度改革が促進され，環境民主主義の強化に寄与することが期待される。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1)環境法の参加原則は，①環境情報へのアクセス権，②環境に関する政策決定への参加
権，③司法へのアクセス権という３つの手続的権利（アクセス権）から成り立っている。
参加原則は，環境分野の市民参加条約であるオーフス条約（1998 年）等により，その
基準が具体化されてきた。しかし，オーフス条約の加盟国は欧州を中心に47カ国にとど
まり，それ以外の地域における参加原則の実効的な促進方策が課題となっていた。 
 
(2)アジア諸国はオーフス条約の加盟国ではないが，1990年代以降，各国独自に市民参加
を強化するための法制度改革が行われてきた。しかし，具体的制度は国により多様であ
り，参加原則に関する法的評価指標を開発することにより，各国の独自性を尊重しつつ
も，参加原則を実効的なものにしていくための国際共同研究が求められていた。 
 

２．研究の目的 
(1)本研究は，世界各国の専門家との既存のネットワークを活用・強化して，オーフス条約等，
参加原則に関する国際的基準の内容・運用状況の分析を行い，その到達点と課題を踏まえて参
加原則の法的評価指標を開発し，各国の制度・運用の改善に寄与することを目的とする。 
 
(2)アジア各国の参加制度は極めて多様であり，本格的な比較研究がなされてこなかった。本研
究では，作成した基準を活用して，特に日本を含むアジア各国の制度およびその運用上の強み
と弱みを明らかにし，環境民主主義の促進に向けた提言を行うことを目指した。 
 
３．研究の方法 
(1)本研究は，①参加原則に関する国際的な動向調査・分析，②参加に関連した指標の分析・開
発，③環境アセスメント（以下「アセス」という）における参加制度の研究という，相互に関
連した３つの柱から成る。①は②の基礎となる作業であり，②については，環境分野の主たる
参加制度であるアセスの指標づくりを行う。その前提として，③について，特にアジアを対象
とし，他の環境分野よりも詳細な調査研究を行った。 
 
(2)各国の動向をすべて自ら調査することは不可能であるから，特にアジアにおいては，６カ国
の研究協力者と現地調査も含めた共同研究を行った。また，各国の専門家相互の意見交換を図
るため，期間中に５つの国際会議を主催した（計 18カ国およびＵＮＥＰ等の国際機関が参加）。 
 
４．研究成果 
(1)参加原則の社会的背景と理論的根拠について，①参加型・熟議型を基本とする環境民主主義，
②憲法上の環境権を認め，手続的環境権として参加権を位置付ける環境立憲主義，③執行の欠
缺の是正という観点から，環境公益訴訟の導入等により司法コントロールを強化すべきである
とする環境上の法の支配という３つの系譜があることを明らかにした。これら３つは相互に密
接な関係を保ちながら全世界的に急速な展開を見せている（論文１）。 
 
(2)法的指標の基礎となる国際条約のうち，オーフス条約については，当初，旧社会主義諸国の
民主化という視点が重視されていたが，実際には先進国の課題も顕在化し，各国で大規模な法
制度改革につながっており，法的拘束力のある国際的基準の重要性・有効性が明らかとなった。
日本でも，ドイツ，イギリス等については，いくつかの研究があるが，本研究の特徴は，欧州
司法裁判所の判例等を手がかりに，ＥＵ地域全体におけるオーフス条約および関連ＥＵ指令の
国内法化の動向を検討したことである（図書１，２）。この作業により，オーストリア独特の仕
組み（200 人以上の住民が合同で意見提出をした場合に，当該住民団体に特別の参加権・訴権
を付与）等，多様な制度の存在が明らかになった。  
 
(3)中南米においては，2018 年に参加原則に関する初めての地域条約（エスカズ協定）が成立
した。本研究では，エスカズ協定の交渉会議にも継続的に参加し，欧州・アジアとの異同とい
う観点から分析を行った。中南米の状況を欧州，アジアと比較した研究は，日本には他に例が
なく，国際的に見ても始まったばかりであり，本研究の特筆すべき成果である（論文５）。 
エスカズ協定においては，先住民・コミュニティの権利等，弱者保護のあり方等が大きな焦
点となり，環境活動家への人権侵害・ハラスメント対策，公務員・法曹等に対するキャパシテ
ィビルディングに関する詳細な条項も盛り込まれた。これらは，先進国・途上国を問わず全世
界共通の課題であり，本指標の作成に当たっても，その議論内容を参考にした。 
 
(4)アジア各国は，オーフス条約に未加盟であり，中南米のように地域条約に向けた動きも見ら
れない。そこで，特に改革が進んでいるインド，インドネシア，タイ，台湾，中国，フィリピ
ンを対象に各国の専門家，留学生の協力を得て，制度の把握・分析を行った（論文 10，15，別
紙論文７，９等）。また，台湾を除く５カ国では，環境裁判所・環境法廷，環境裁判官，環境訴
訟規則等の整備がなされていることから，５カ国の裁判所のヒアリングも行った。その結果，
例えば，インドについては，行政に命じた施策の実施を裁判所がフォローアップする継続的職



務執行命令の運用状況等も明らかになった。 
 
(5)参加指標の開発に当たっては，上記の国際基準のほか，関連する国際指標（特に国連人権指
標，持続可能な開発目標(ＳＤＧｓ)指標，オープン・ガバメント指標等），地域的なガイドライ
ンを参考にした（図書１等）。国際基準の分析では，各条約・協定等の基準は，①具体性の程度
に差があるものの，比較的共通していること，②司法アクセスに関する基準は，原告適格のみ
ならず，仮の救済を含む迅速な救済，立証負担の軽減，費用の低廉性，訴訟支援を含めて多岐
にわたること，③世界各国で環境裁判所等の整備が進み，環境司法の専門化ともいうべき傾向
が認められること等が明らかになった。 
また，関連指標の分析では，①定性的指標がほとんどであり，数値指標の作成が限定されて
いること，②信頼できるデータの欠落により，制度の運用状況を図る既存の指標が極めて一般
的で，有効性が疑わしいこと，③数値による各国比較よりも，当該国の経年的な変化（進歩の
度合い）をはかる指標が重視されていること等を含め，関連指標の意義と限界が明確になった。 
 
(6)参加原則に関する世界初の法的指標は，2015 年に公開されたＥＤＩ（環境民主主義指標）
であり，本研究代表者もこれに参加した。ＥＤＩは，各アクセス権に関する法律指標と実践指
標から構成され，項目ごとに０点～３点の点数を付して，各国ランキングを示す仕組みとなっ
ている。しかし，点数化の方法の適切性に加え，データ確保の困難性もあって実践指標が限定
的であること，ランキングの方法では過去と比較した各国の改善努力が反映しにくいこと等，
いくつかの改善すべき課題が確認された（論文９）。 
 
(7)(1)から（6)の内容を踏まえつつ，本研究では，環境法の主要な参加制度であるアセスの参
加制度およびアセス訴訟の指標を作成した（論文 11等）。指標案については，いくつかの学会
で発表して修正を加え，アジア 6カ国の研究協力者に送付して，指標に基づき各国の評価を行
ってもらった。その過程で受けた指摘を反映し，指標の改善を行った上で，2018 年９月に公開
の国際会議と専門家会合を開催するとともに，世界社会科学フォーラムでセッションを企画し，
日本も含めたアジア７カ国に共通の特徴や課題，当該国に固有の制度等について議論を深めた。 
 
(8)(7)の指標に基づいてアジア 7カ国のアセスの比較を行った結果（論文２を含む行政法研究
29 号特集論文），どの国でも参加が義務付けられているものの，国際基準と比較すると，ステ
ークホルダーの事前分析と個別通知の欠如，最終的な許認可の理由の公表が義務付けられてい
ないこと等，共通の課題が認められた。また，日本以外の国では，公聴会等，直接的なコミュ
ニケーションの機会が必須とされ，アセス結果に関する許認可の仕組み（環境許可等）がある
ことが明らかになった。本研究の開始前は，日本の主たる課題は司法アクセス（特に原告適格）
にあると考えていたが，本研究により，欧米のみならず，アジア主要国と比較しても参加手続
が貧弱であることが浮き彫りになった。 
また，司法アクセスに関しては，①日本以外の国では公益訴訟が認められていること，②原
告適格の広さ，救済方法の多様性という点では，インド，フィリピンが抜きん出ていること，
③東アジアの３カ国（台湾，中国，日本）では，なお原告適格の問題が解消されていないこと
等の知見が得られた。また，アジアの途上国では環境法の執行の欠缺が深刻とされてきたが，
司法コントロールの強化により，近年一定の改善傾向が認められる。このように，本研究によ
り，日本およびアジア各国の特徴と課題が，従来よりも具体的に明確になった。 
 
(9) 参加原則に関する法的指標は，国際比較により各国の特徴や必要な改善点を認識し，グッ
ドプラクティスを共有するために有効な手法の１つではあるが，その評価結果は一つの目安に
過ぎず，その意義と限界を踏まえた活用が重要である。本研究でも，各国の専門家による本指
標に基づく評価結果の妥当性について，独自の法令調査，事例調査，当該国の専門家との意見
交換等により，何度も追加的な検討を行った。 
現在，国連では，環境法の諸原則について，国際的水準を明らかにし，分野・地域により水
準の異なる現状を改善するための世界環境憲章プロジェクトが進められているが，本研究のよ
うな指標は，グローバルに現状を鳥瞰する場合に適している。 
 
(10)以上により，本研究の当初目的は達成されたと考えるが，現在，特に途上国において参加
原則の強化を牽引しているのは，オーフス条約等の法的国際基準のほか，国際金融機関・開発
援助機関の環境配慮システムであり，今後の基準の標準化に大きな役割を果たす可能性がある。
それ故，今後は，それらの内容を比較し，各国の制度への影響を研究したいと考えている。 
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